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Summary
lnrecentyears∴-MACHIZUKURrmovementshavebeenchanginginmanywaysandthehistoryandthe
characteroftheareahavebeenre瓜ectedinthesemovements.
Becausethe"KINKIareaT'usedtobethehistoricalcenterofJapanforalongtime.itstilholdsmanyhistorical
buildings.Theaimofthispaperistostudythemovementstopreserveandmakegooduseofthesebuildingsinthe
'KINKIarea",turningourattentiontothelocalauthoritiescopingwiththesemovements.
Theresultsshow
(1)Amongthelocalauthoritiescopingwith'MACHIZUKURr'movements,thequalityandfrequencyofthe●
preservationandpracticaluseofhistoricalbu'ildingsdependonthefolowing:
･Whetherthedivisiondealingwiththesemovementsexistsornot
･Thetypeofdivision
･Thescaleofthelocalauthority
ltseemsthatwhetheraHMACHIZUKURrdivisionisoneofmanydivisionsinalocalauthorityornotin且uences
thepolicy.
(2)Inlargescalelocalauthorities,thesemovementsaremainlydealtwithbythe■'DivisionofCityPlanningand
Construction'andputintopractice.
Ontheotherhand,smalscalelocalauthoritiesgenerallyhavea"Divi'sidnofMACHIZUKURIandRegionPromotion一
whichfocusesonthepreservationandpracticaluseofhistoricalbuildings.I
Keywords:まちづくりMACHIZUKURI,
保全･活用 themovementstopTeSerVeand､makegooduse,地方自治体 localauthon'ty,
部局 dl'vl'sl'on
はじめに た中で､まちづくりの主体である住民に対する様々な行
近年､まちづくりの方法や概念は多様化し､歴史的建 政的支援が求められている｡
造物や吋並みに注目した事例報告が増えている｡こうし まちづくりに関する先行研究には､自治体や外郭団体
( 1 )
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による支援 ･助成制度の現状と課題を事例研究から考察
したもの､まちづくり関連条例及び景観条例の意義を明
らかにするために条例の性格や特徴､条例の鹿閲を分析
したものなどがある1'｡しかし､これらはまちづくり全
般について論じたもので､必ずしも歴史的建造物や町並
みに焦点を当てたものではない｡また､1975年に ｢伝統
的建造物群保存地区｣(以下､伝建と略す)の制度が成立
し､歴史的建造物の保存 ･活用に関しても数多くの報告
がなされているが､個別事例を取り上げたものが中心で､
まちづくりに言及したものはほとんどない2)0
本研究は､こうした先行研究を踏まえ､歴史的建造物
単体から広くは歴史的な町並みや環境までを取り上げ､
まちづくりと関連した保全 ･活用の動向について論じる
ことを目的としている｡まず本稿では､まちづくりを支
援する立場にある地方自治体の役割を検討することにし
た｡
関係資料は､アンケート調査､ヒアリング調査､文献
検索によって収集した｡これらの資料をもとに､第1節
で地方自治体のまちづくり部局における歴史的建造物の
保全と活用に対する取り組み状況を､アンケート調査に
基づいて分析した｡第2節では､第1節のデータを基礎に､
これらの担当部局が自治体の組織系統の中でどのような
位置づけにあるのか､そしてその位置づけにより取り組
みに違いがあるのかを検証した｡これを受けて第3節で
は､これらの取り組みの違いを府県別に詳細に検討した｡
なお､｢まちづくり｣という言葉の用途 ･定義は様々で､
表記方法にもいくつかのパターンがあるが､本論では総●
括した意味を込めて､ひらがな表記の ｢まちづくり｣を
用いている｡
本稿では調査対象地域を大阪 ･京都 ･兵庫 ･奈良 ･滋
賀 ･和歌山の近畿2府4県に定めて考察を進めている3)0
全国の都道府県で国宝に指定された建造物が最も多いの
は奈良県の62件､それに次ぐのが京都府の46件､滋賀県
の22件､兵庫県の11件､和歌山県の7件で､上位5府県が
近畿圏にある｡また重要文化財指定の建造物は､上位6
●
府県を近畿圏が占めている｡さらに､伝統的建造物やそ
れを取り巻く自然環境をも含めて選定される重要伝統的
建造物群保存地区 (以下､重伝建地区)を見ても､全国
60地区のうち11地区が近畿圏にある4)0
このように､近畿圏は､古都とよばれる奈良や京都を
中心に歴史遺産の蓄積をもち､歴史的建造物や町並みの
保全には先進的な役割を果たしてきた地域である｡
1 ｢歴史的建造物の保全 ･活用とまちづくり｣に
対する地方自治体の取り組み状況
(2)
1-1対象市町村の抽出
近畿2府4県において歴史的環境が残っている地域を抽
出するための基礎資料として､文化庁が平成9年度に実
施した ｢全国歴史的町並みリスト｣(以後､｢町並みリス
ト｣と略す｡『伝統的集落における歴史的環境整備を中
心とした地域活性化方策の調査 ･検討j報告書5'所収)
を用いた｡
｢町並みリスト｣に記載されている近畿6府県内の地
区数は251(131市町村)で､地区数では全国の朗.7%を
占め､また､市町村数では近畿6府県 (323市町村)の4
割以上に達している｡このことは､古くから常に文化の
中心地であった近畿圏の性格をよく表しており､同時に
歴史的町並みに対する関心の高い地域であることが窺え
る｡なお､市町村数の府県別の内訳は､和歌山県の33市
町が最も多く､兵庫県が32市町でこれに次ぎ､最も少な
いのは奈良県で13市町村であった｡
Table.1 対象府県下の総自治体数と歴史的町並みを有する
自治体数
- ー■ 滋 京加 大 兵庫 奈良 和歌山合計
･:il 50 44 44 88 47 50 323I
まちづくり及び歴史的建造物の保全･活用に対する取
り組み状況を明らかにするために､対象市町村へのアン
ケニ ト調査及び資料収集を行った｡アンケー ト配布は
｢町並みリス ト｣に掲載されている近畿圏131市町村
(251地区6り のうち､｢町並みリスト｣作成時に回答がな
かった地区を除いた130市町村 (240地区)に吋して行っ
た｡アンケートの送付先は各自治体内の ｢まちづくり担
当課｣宛とし､当該部局への回覧を依頼し､必要によっ
ては複数部局による回答をお願いした｡同時に施策に関
連して自治体独自で作成した資料や､歴史的建造物 ･ま
ちづくりに関連する資料､該当地区を示した地図などの
資料提供も依頼した7'｡調査アンケートの回収結束は有l
効回収110市町村､202地区で､市町村数での有効回収率
は84.6%であった｡調査の集計はすべて百分率 (%)で
表し､小数点以下第2位を四捨五入して算出した｡複数
回答の設問については､その都度母数を示し､百分率で
比較を行った｡
1-2対象市町村における ｢歴史的建造物の保全 ･活用と
まちづくり｣の位置づけ
アンケー トの結果､･･回答自治体数110市町村の中で､
歴史的建造物に関連するまちづくりの担当部局 (以後､
担当部局と略す)が設置されている市町村は79あり､全
体の71.8%にあたることがわかった｡また準備中と回答
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した自治体が2市あった｡
つぎに担当部局を設置している79の自治体に対して､
まちづくりの取り組みで重視する事項について尋ねた｡
回答方法は､用意した5つの選択肢 (｢1.まず行政が基本
的な指針を示すこと｣､｢2.相談窓口を設けること｣､｢3.
住民との意思疎通｣､｢4.支援策を考えること｣､｢5,その
他｣)の中で最も重視するものを2つ選択することにした
が､1つのみを選択した回答があったために､全回答数
は144になった｡
TabJe.2 まちづくりで重視する項目
･JLtj複数回答) 回答数 88局数(79)に対する劃合く%〉
1.まず行政が基本的な指針を示す 40 50.0
2.相鉄窓口を設けること 5 6.3
3.住民との憲-=:I-_., 69 86.3
4.支援兼を考えること 23 28.8
<嶋位:自拍体数>
最も回答率の高かったものは､選択肢畠の｢住民との意
思疎通｣で､対象自治体の8割以上において重視されてい
ることが明らかになった｡次いで選択肢1の ｢まず行政
が基本的な指針を示すこと｣は､約半数の自治体で重視
されていた｡また選択肢の組み合わせでは､上記の選択
肢1と選択肢3を撰んだ自治体が34市町村と最も多く､住
民とのコミュニケーションを図りながら､行政が方向性
を示すことが大切であると考えていることがわかった｡
｢その他｣にあげられた取り組みも､｢市民が主役になれ
るように情報を提供すること｣(長浜市)､｢市民と協働
による指針づくり｣(伊丹市)､｢住民を主体とした<協
働のまちづくり>の仕掛け作り｣(尼崎市)､｢住民によ
る行政への施策提案等｣(赤穂市)､｢住民のまちづくり
憲章の醸成｣(天理市)など､住民を主体に考えたもの
が多い｡
1-3対象市町村における取り組み内容
a取り組みの現況と内容の傾向
まちづくり担当部局を有する79の自治体に対し､まち
づくりに関する取り組みには､どういうものがあげられ
るのかを自由記述の回答方法で聞いた｡その結果､63市
町村 (79.7%)において何らかの取り組みを行っている
ことがわかった｡
Table.3 まちづくりに関する取り組み事項
l
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2.工作物への績創
3.勉強会やシンポジウム等の美醜
4.修貴への事職わ
5.交通静 1
6.集剛 の作成
7.上限以外のガイドライン
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｢勉強会やシンポジウム等の実施｣は38市町村で行わ
れ､最も多くの自治体が取 り組んでいる8'｡これは､ま
ちづくりに取 り組む際にその方向性を協議する場であ
り､他の例と比較 ･検討することによって､取り組みの
善し悪しを判断するうえで大切なものである｡これに続
いて｢条例等の作成｣(32市町)､｢修貴への補助｣(31市
町)などがあげられている｡反対に最も少なかったもの
は ｢交通規制｣で､2市町のみであった｡
取り組みのうちで1項目のみが選択されていたものをみ
ると､｢勉強会やシンポジウム等の実施｣が7市町､｢ガ
イドラインの作成｣が4市町､｢その他｣が8市町である｡
｢勉強会やシンポジウム等の実施｣を選択した自治体で
は､これ以外の取り組みである独自の施策や助成制度 ･
補助施策を活用する動きが少ない｡
｢その他｣の例としては､｢都市景観形成計画の策定｣
(赤穂市)､｢まちづくり協定締結の準備段階｣(大宇陀町)
といった計画型のものや､法律 ･条例 ･要綱などに基づ
く行政指導があげられている｡他にも ｢まちづくりイベ
ント助成制度の創設｣(海南市)､｢視察｣(岩出町)など､
工事を伴わない取り組みへの補助が大半を占めている｡
しかし､まちづくり担当部局をもつと回答した79自治
体のうち､歴史的建造物の保全や活用の具体的な施策が
なく､国や県等による補助施策の活用もない自治体は12～
市町にのぼる｡
その理由として､アンケートには ｢財政難のため施策が
困難｣や｢地域内に歴史的価値のある建造物は残ってい
ない｣と回答している｡これらの自治体内では歴史的建
造物をまちづくりの資源とする位置付けが弱いか､ある
いは ｢町並みリスト｣作成時の1998年には自治体下に存
在した歴史的環境が､本調査までの2年間で消失したと∫
考えられる｡
b国の補助施策の活用状況
外部の補助施策の活用は､まちづくり担当部局をもた
ない自治体においてもみられたために､ここでの母数は
有効回答数の110をもって分析を行う｡
近年いくつもの省庁において歴史の活用を含んだ施策
が講じられているので､これらの補助施策の利用状況に
関する調査を行った｡回答欄には､文化庁や建設省 (現
在は国土交通省)を始めとする4省庁の8施策を選択肢に
あげた｡これに該当しない場合には｢その他｣を選択し､
施策名称と管轄省庁の記入を求めた｡選択肢にあげた施
策は､歴史 ･景観整備を取り扱った代表的な事業として
取り上げられているものの中から選択した9'｡その結果
はFig.1に示した通りである｡一番多くの自治体で利用
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畢町 (_複数回答)` _ 回答地区救 国等良治体幹 I卑些生垣垂
1.1憂伝統的建造穐鮮保存地区保存嘉霊 (文化庁) 13 6 9･51
2.歴史の遭整儀活用推進事薫 く建政省) 3 2 3･21
3.W E針曹 (義政省) 8 6 9･51
4.街なみ覆墳暮儀事薫 く轟設雀) 22 21 33･3t
5.歴史的地区覆墳聾儀街鴨暮義 (建改雀) 6 5 7･91
6.歴史的建造鞠讐活用型再開発事象 (*独雀) 0 0 .0･Ot
7.ふるさとづくり事霊 (自治省) 1 6 9.51
8.斬 ･美しいむらづくり特別対簾 (農水省) 6 1 1.61
9.その他 11 6 9.51
Fig.1 省庁施策の活用状況
されている施策は ｢街なみ環境整備事業 (建設省)｣で
22件にのぼる｡次いで重伝建地区事業が13件､HOPE計
画が8件である｡歴史的建造物等活用型再開発事業を活
用した自治体はなかった｡
C独自の取り組み
独自に施策を立てている市町村は51であった｡この中
にはまちづくり担当部局をもたない自治体5市町も含ま
れている｡設問の回答は自由記述で行ったo
策定された施策を具体的にみていく｡ただし､1自治体
で複数の施策を策定している例もあるため､合計数は85
件にのぼる｡自治体内において複数の事業や計画に始ま
り､施設整備や特定要素への対応など､回答があった自
治体によっては個別の対策まで含んでいるため､実施数
は多くなっている｡
条例では､制定数が22件､制定自治体数は18市町であっ
た｡｢美山町かやぶきの里保存基金条例｣のように歴史
的地区を保存していくための基金に対する条例や､｢富
田林市伝統的建造物群保存地区保存条例｣といった伝統
的建造物群保存地区における条例が主なものである｡ほ
かに景観を対象と.した条例では､歴史的建造物が多く含
まれる地区に対して､｢大阪市都市景観条例に基づく景
･､観形成地域指定｣や ｢宝塚市都市景観条例･に基づく旧小
Tab一e.4 市町村による独自の施策
施策形態 件数 事例
条例 22 石部町まちづくり事業基金条例.ふる郷振興助成基金条例/美しいまちづくり条例(美山)′美山町かやぶきの里保存基金条例/加悦町の美しく豊かな景観を守り育てる条例/富田林市伝統的建造物群保存地区保存条例′神戸市地区計
画及びまちづくり協定等に関する条例/佐用町歴史地球境保存条例
景観条例による地区指定 10 大阪市都市景観条例に基づく景観形成地域指定/寺町都市美形成地域の持定及び形成拳準′明石市都市景観条例に基づく都市景観形成地区の指定′宝塚市都市景観条例に基づく旧小浜宿景観形成地域指定
構想 4 日野町町並み保存基本構想
事業 13 舞鶴市西区歴史的建造物調査事業/歴史の道整備事業(堺)/岸和田市歴史的まちなみ保全事業/歴史街道モデル事業(加西)′史跡生野銀山街並み環境
整備事業/集落環境整備事業(明日香)/曇素羅の郷整備車薫く那智勝浦)
方針 3 高島町景観形成基本方針′高野山景観づくり方針
計画制度要綱ガイドライン規則 1346 三条通景観整備地区界わい整備計画(京都)/枚方市歴史街道整備計画プラ
ン/西宮市都市貴地形成基本計画/赤穂市都市景観形成計画/五棟市中心市
帯地商業等活性化基本計画
大阪市HOPEゾーン事業まちなみ体景補助制度
大阪市HOPEゾーン事集まちなみ環境整備要綱/久宝寺寺内町まちづくり要綱
(八尾)/竹田地区景観形成事業補助金交付要綱/まちづくり支援要綱(奈良)
都市景観形成ガイドライン(伊丹)′龍野市龍野地区景観ガイドライン/御津町室
津地区景観ガイドライン′城崎温泉地区景観ガイドライン
龍野市町並み整備助成金交付規則
協定 2 五体市新町地区まちづくり協定
指針 15 斑鳩町景観形成指針その他 黒壁(長浜)/ちりめん街道伝統的建造物修貴く加悦)/寺内町アートフェスティバ
(4)
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浜宿景観形成地域指定｣のように､特定の地区として指
定するケースも少なくない｡条例の中には ｢加悦町の美
しく豊かな景観を守り育てる条例｣のように､景観を重
視したものが多くみられ､必ずしも歴史性のみに対応す
る施策ではない｡また､ガイドラインも条例と両様に､
歴史的建造物を有する特定地区に対して､景観系のもの
として取り組まれている｡
これに対し､事業や計画の形態を取る施策も多くみら
れるが､事業では ｢岸和田市歴史的まちなみ保全事業｣
や ｢歴史街道モデル事業｣(加西市)のように､･施策の名
称に直接 ｢歴史｣や ｢保全｣という語柔が含まれている
ものが多く､この施策自体の目的がはっきりしている｡
この点は計画の事例をみても同様の傾向がみられる｡ア
ンケートの回答から例をあげると､五健市では ｢中心市
街地商業等活性化基季計画｣のような中心市街地活性化
事業を､重伝建地区選定に向けた取り組みとして行って
いる｡その他の項目では､｢寺内町アートフェスティバ
ル｣(貝塚市)や ｢堀川周辺街なみ整備検討会｣(高砂市)
のように､ソフトで規制力の少ないものがある｡また､
長浜市の ｢黒壁スクエア｣のように､行政以外に主体が
あるものもみられる｡
最後に､まちづくりを進める中で､歴史的建造物の保
全 ･活用に対し､自治体が独自の助成制度を設けている
のかどうかについて調査をした｡設問の回答は自由記述
で行った｡
Table.5 独自の助成制度の設置状況
府県 回答数. /自 治体数(63)
滋賀県
京都府
大阪庶
兵庫県
奈良県
和歌山県
市町村独自の助成制度には景観条例や伝建条例に基づ
くものがあるが､調査対象の市町村では､このような助
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成制度を設けている自治体は25市町村で､その数は少な
い｡
2｢歴史的建造物の保全 ･活用とまちづくり｣.杏
担当する部局の分析
2-1担当部局
本アンケー ト調査で回答があった110市町村のうち､
歴史的建造物に関係したまちづくりの担当部局が設置さ
れている自治体は､第1節でみたように79市町村である｡
次にこれらの79市町村の部局が､各自治体の中でどのよ
うな位置づけにあるのか､また担当部局により､取り組
みに違いが見られるのかを検討する｡
まず担当部局の名称が多岐にわたっているので､これ
らの部局が自治体組織の中でどのような業務系統に位置
づけられているかの分類を試みたム
部局名称の分類にあたって､企画振興部､企画調整部､
企画財政部などは ｢企画系部局｣に､都市計画部､都市
開発部､都市建設部などは ｢都市計画系部局｣というよ
うに､類似部局を系統別にまとめて区分した｡この中で､
総務敵 ま内容が広範なために部局の下にある課/係など
の区分で判断すると､そのほとんどが企画系になるため､
｢総務 ･企画系部局｣とした｡また､都市系と建設系で
は､都市開発 ･都市建設のように両者の区分が難しいこ
とから都市計画系部局の中に建設系部局も含め､｢都市
計画 ･建設系部局｣とした｡本論ではまちづくりに着目
しているので､部局名称に ｢まちづくり｣とあるものは
独立系統とし､また､ふるさとや地域振興という名称を
もつ部局は､まちづくりの名称をもつ部局の上下系統に
ある場合が多いので､合わせて ｢まちづくり･地域振興
系部局｣とした｡
この結果､歴史的建造物を保全 ･活用するまちづくり
を担当する部局の系統はTable6のようになる｡
｢都市計画 ･建設系部局｣は34市町で全部局数のうちの
43%と最も多く､次いで｢総務 ･企画系部局｣が32市町村
であった｡文化財保存を担当する教育委員会が担当する■
自治体は､わずか2市にすぎなかったので､｢その他｣に
Tab一e.6 歴史的建造物の保全･活用によるまちづくり担当部局の系統類型
部局区分 該当数 該当部局名称
総務. 32 町長公華 政､企画振興.企画調整､企画商工､企画同和調整企画 企画､企画財
都市計画. 34 都市計画､都市整備 ､.地域整備 ､都市政策,都市創造､.範市建設 ､都市住宅発､建設 建設､計画開
まちづくり. 6 まちづくり推進､街づくり推進,,_fちづくり便乗と_ふるさと振興､地域振興地域振興 いきいきふるさ
(5)
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分類した｡また､｢まちづくり･地域振興系部局｣には6
町が該当した｡
これらの類型の特徴をつかむために､自治体の人口規●
模による区分を試みた｡人口100万人を越す大都市と10
万人に満たない自治体とでは､自治体の部局業務が異な
ってくることを考慮して､政令指定都市 ･特例市 ･中核
市にあたる人口20万人以上の市を ｢大都市｣､これに満
たない市を ｢一般市｣､そして｢町村｣の3段階に区分した
13㌔ 自治体規模別の担当部局の内訳はTable7のような
結果となった｡
Tabl占.7●自治体規模別にみた担当部局の系統類型
総 大鶴市 一般市 町村 合計務.企画 1 8 23 32
鶴市計画.義投 14 14 6 34
まちづくり.地域 輿 0 0 6 6
千の他 0 2 5 7
く単位 : 自治体数>
歴史的建造物の保全 ･活用によるまちづくり担当部局
の組織系統の分類で､ほぼ同数であった｢総務 ･企画系
部局｣と｢都市計画 ･建設系部局｣に注目すると､｢総務 ･
企画系部局｣は自治体塊模が小さくなるほど増加し､
70%以上が町村に集中している｡それに対して､｢都市
計画 ･建設系部局｣は大都市と一般市がそれぞれ41.2%
を占め､町村には17.6%しかない｡また､｢まちづく
り･地域振興系部局｣は6団体すべてが町村であり､最
も上位の組織区分が課あるいは室となっている｡｢その
他｣に区分されるもののうち教育委員会系の2自治体は-
く総務･企画系部局)
般市であるが､他の5自治体はすべて町村に当たるo
2-2自治体の即 J組みに対する意識と取り組みの現況
a総務･企画系部局と都市計画･建設系部局
1_2で調査を行った歴史的建造物の保全 ･活用による
まちづくりを行っていくうえで重視する項目･取り組み
について､担当部局の系統と自治体規模に従って分析す
ると､以下のような結果が得られた｡
担当部局の類型では該当数が多い｢総務 ･企画系部局｣
と｢都市計画 ･建設系部局｣に着目し､その特色を整理し
た｡(Table8･9･10)
Tab一e.8 自治体のまちづくり担当部局が重視する項目
(部局類型による)
総蕎●企画 .轟悪霊 ま地 ち嶋 づ撫 く興 り● その他
大都市 1.まず行 政那 - 18
▲ 7rt
2.相故意口を扱ける書 00＼＼
3.住民との意思疎通 19 ＼ ＼
4支捷 策 杏 考える事 010 ＼ ＼
5.その他 01
般市 1.ます行政が纂未的な緒針を示す暮 4 5 1
2.相鉄恵口を設ける書 1 1＼ 1
3.住民との意思疎通 8 12 ＼ 2
4支援策を考える嘉 3 0＼ 0
5.その他 1 3 0
町棉 1.まず行政那 - 14 3 3 2
■ 茶
2.相鉄窓ロを設ける嘉 1 001
3.住民との意思疎通 19 6 6 6
4.支援先杏考える暮 5 2 2 2
<単位:自治体歎>
Tab一e.9 自治体規模別による取り組み状況
く都市計画 ･建設系部局〉
大水市′1一般市′8町村′23 大都市′14-他市′14 町村′6
1.建生物への規制 0 4 2 1.連生物への規制 10 3 2
2.工作物への規制 0 2 2 2.工作物への規制 6 2 2
3.勉強会やシンホ●シ●ウム尊の実施 0 6 ll 3.勉強 やシンホ●.>'ウム尊の実施 9 4 2
4.修畳への補助 0 5 10 4.修貴への補助 ll 2 2
5.交通規制 0 1 0 5.交通規制 0 0 1
6.条例などの作成 0 2 7 6.条例土エビの作成 13 2 3
7.上妃以外のガイドライン 0 0 0 7.上ta以外のガイドライン 3 5 1
く霊位:団休〉･
｢都市計画 ･建設系部局｣の取り組み状況を自治体規
模別に見ると､全項目に対して万遍なく取り組んでいる
ことが窺えるが､大都市と一般市では､前者が ｢支援策
を考える｣ことを重視する自治体が多いのに対し､後者
ではこの項目に該当する自治体が見られない(Table8)0
また大都市の半数で条例が策定されているが､一般市で
はわずか1自治体しかない (Table10)｡他にも大都市の
(6)
く単位.･歯体〉
｢都市計画 ･建設系部局｣では､項目全体に取り組み団
体数が多い傾向がみられる｡
これに対し､｢総務･企画系部局｣では自治体規模が小
さくなるほど部局設置数が増加するが､取り組み内容で
は｢勉強会やシンポジウム等の実施｣と｢修貴への補助｣
が最も多く､とくに町村では建築物を含め工作物･交通
への規制等の魂制型の取り組みが少ない｡町村の ｢総
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Table･10 歴史的建造物をまちづくりの中で全･活用していくための自治体内の施策状況 (府県別の内訳)
- 95-
一一■I▼■-...r t t l ヾ L e .t 7 ' )1 , .i 与 8 1.
港薫 大都市 轄務.企画 1 q 0 0 ,鎚 t O'1軒.淵捌 0 0 0懐 讃髄
一般市 強務.企画 2 ～ l.止≡盤 -.､ 0 ⅧY~'l o o'I 琵`廻 0甜 0 0 0
町村 地溝.企画 1 こ▼ 1一.●ny∫ 捌 ' .奴. ,.0聞 -0卜1郎雛別 0
まもづくり.地域振舞 1 0 ○ 0JJ, 1 0 0io至Oio 0io 0 0
その他 1 0 0 0; 0 0 ○至0 o呈o 0 0 0 0
慕那大蔀市 轟市計画.建設 1 , 0 OuLn O認脚 際灘 _0 0 0 0 oー轟市計布.鐘投 3' 0闘 0 0 0 0.;0緋 0 0 0肝 _-.町村榔 2 0 0 0…0 0王o 冨まもづくり地域振興4･殿溝聯郡o _:レ 0 0…0 0試昭 朋Ⅲ -._その他I0000 0 0呈0 0;0 0!0 0 0
大阪 大審市 轟市計画.建設 5 0税 源 0撃. 0 0';0撰樹 0書0 0 0
-般市 捻務.企画 1 朗撞捌 0王 0 0 0卓0 0亨0 0 0
兵磨 大審市 都市計画.建設 6 rTPI▼'姻 . 抽 眠 _,q.`据_,. Aーt.Lか讃.i.蜜-漸 0 0報 0
⊥般市 轟市新富.建股 5Ⅳ.-ーL. It'-.～ 雄鮫 ･配昔 ,r qi'撃 潔.打調 0 0 0琵'g
町村 耗務.企画_ 7 ._ー鎚 I ･ま倍賞 .循 ′'讃 0昏LE_m.ウ打~珊 0 0
轟 酸 2 0.･ ¢ 0 .-._E 一m記.乍 O.;oiO~'1. 0 ~
まちづくり.地域振興 1 ○ 0 0h._}m一 部56_ 0享Oi0闇 o 0 0 0~
その他 2 0 0.ぷ一.義_ 0▲ ･-3 0妻0.1牒 謝 0 0 0 0
*良 大林市 都市計画.建設 1 許",~評1.㌔I 0 0 0皆堅一一'_一班護 01.0 0 0 0
一般市 轟市計画.建設 3 0弓陀ⅥF' 0 0 0BS畳､ o跳 0 0 07慧'
その他(数雷妻員食) 1 ･振黙 0呈 0 0誓.r蔓琶J#_.'-雄挺灘蓮 0 0!革封 0
町村 捨務.企画 4 0壁蕗.a. 0甚撒.1'一.､,.#甜閣_.ー 0監_rh_LY O空電酢欄 0
轟市計画.建鰍 1_ Oz 0,r O _出 0 0…0壬0甜 0 0誹 0
和 大審市 轟市計画.建毅 1ー 0 0! 0至 0 0 0皇0妻0妻0至○ 0 0!0
-般市 稔務.企画 3¢1 0~ 0整革､._., ._弓環 0 0蔓0~i郎 0潤 _0 0郡
敬 町村 総務.企画 郎 0毒 0 0 0!0.;0享q圭0-;0
山 轟市計画.建毅 0.i 0!■ o o o享o親 o呈O蔓o OiO
<単位 :自治体欺 >
【項目貌明く左より)】MP:マ入ト7.iン､独自の助成制度:独白の助成制度の股徽
I-10:省庁の代喪施策(1.量憂伝統的建造鞠欝保存地区保存事業(文化庁)､2.伝統的建造物群保存対
策璃童､3.HOPE計画(建股省)､4.街なみ環境豊嶋事業(建設省)､5ふるさとづくり事業(自治省)､
6.新･集しいむらづくり特別対策(農水省)､7.度史的地区環境曇儀車線事業(建設省)､8.その他
務 ･企画系部局｣がまちづくりの中で重視するものには､
｢住民との意思疎通｣が82.6%･19市町村で圧倒的に多い｡
このように､自治体内で歴史的建造物を含む地区の価
値を認識し､まちづくりの中で保全･活用を図るという
(7)
意識としては同様であっても､これを施策の策定や補助
施策の活用に結びつける実行性は､｢総務 ･企画系部局｣
より ｢都市計画 ･建設系部局｣の方が高いことが窺える
(Table10)｡
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bその他の部局
｢まちづくり･'地域振興系部局｣では､同様に町村の
規模で設置団体数が同じである｢都市計画 ･建設系部局｣
と取り組みの傾向が類似していることから､まちづくり
に対する自治体の意識が同傾向にあることがわかる｡
また､文化財の保護 ･保全を担当する教育委員会系の■ヽ一
部局が､まちづくりとリンクしている自治体は､今回の
対象地区内では2例しかなかった｡
2-3国の補助施策の活用
a爺琴.企画系部局と都市計画.建設系部局
TablelOより､まちづくりの中で歴史的建造物の保
全 ･活用を考えている自治体において､具体的な独自施
策を策定する動きと省庁の施策の活用についてみると､
施策の策定 ･活用数において｢都市計画 ･建設系部局｣が
｢総務 ･企画系部局｣を上回っている1.策定･活用数にお
いて｢総務･企画系部局｣を上回るものは､｢伝統的建造物
群保存対策調査 (文化庁)｣､｢ふるさとづくり事業 (自
治省)｣などであった｡
また､｢HOPE計画 (建設省)｣は大都市 ･一般市規模l
の ｢都市計画 ･建設系部局｣による活用が5ク.9%を占め
ろのに対して､同じ大都高 ･一般市の ｢総務 ･企画系部
局｣での活用はない｡｢総務 ･企画系部局｣での活用は
町村で2自治体 (10.5%)にみられろ｡
伝統的建造物群保存対策調査め場合､調査を行ない､I
重伝建地区の選定まで進められている自治体の割合は
｢都市計画･建設系部局｣が｢総務 ･企画系部局｣を上回っ
ている｡
bその他の部局
省庁の補助施策の活用が見られるのは､大都市 ･一般
市および町村の ｢総務 ･企画系部局｣と ｢都市計画 ･建
設系部局｣の一部で､町村のその他の部局系統ではほと
んど活用｢がみられない｡
2-2において､まちづくりの中で歴史的建造物の保
全 ･活用の割合が高いことがわかった ｢まちづくり･地
域振興系部局｣では､4施策にそれぞれ1町の活用が見ら
れるが､ここでも活用率は低い｡
｢その他｣のうち､一般市に該当する教育委員会系の
2市は､重伝建地区の調査および選定､HOPE計画､街
なみ環境整備事業を活用しており､省庁の補助施策の活
用度が高いが､独自の施策では､伝建地区に関する条
例 ･要綱がみられるのみで､施策展開ではやや劣ること
が指摘できる｡
3府県ごとにみる担当部局の設置及び取り組みの
違い
第1節､第2節では､まちづくりにおける歴史的建造物
の保全 ･活用に対する取り組みについて､自治体内の担
当部局の位置づけと､担当部局による取り組みに関する
分析を行.ってきた.第3節では担当部局の系統と取り組
み内容との関連を探るために府県別の分析を行った｡
3-1担当部高
まちづくりの中に歴史的建獲物の保全 ･活用を位置づ●
けている担当部局の設置を府県別にみると､兵庫県が23
市町と最も多く､.アンケート回答数からの府県別設置率
でも85.2%と最も高い｡次いで滋賀県が11市町で84.6%
である｡残りのうち京都 ･大阪 ･奈良でも70%以上の高
い設置率をあげているのに対し､和歌山では50%未満に
とどまっている｡
これらの部局を第2節の分析と同様に､部局の系統と
自治体規模で検討すると､次のような結果が得られた｡
大阪府を除く5府県では､自治体規模が小さくなるほ
ど該当自治体数が多い｡特に滋賀県と和歌山県でこの傾
向が著しく､滋賀県では8自治体 (11自治体中)､和歌山
県では8自治体 (12自治体中)が町村で占められている｡
また滋賀県と和歌山県は部局分類も類似の傾向を示し､
両県では-般市に当たるものは全て ｢総務･企画系部局｣
に属し､町村でも共に75.0%が ｢総務･企画系部局｣に
属している｡部局設置数が13市町とこれら2県に近い京し
都府では､町村である ｢総務 ･企画系部局｣の担当はな
く､代わりに ｢まちづくり･地域振興系部局｣が57.1%
を占めている｡また ｢まちづくり･地域振興系部局｣の
うちの66.7%を京都府が占めている｡最も担当部局設置
数の多い兵庫県では､｢都市計画 ･建設系部局｣が13市
町で56.5%にあたり､次いで｢総務 ･企画系部局｣の7市
町で30.4%であった｡｢都市計画 ･建設系部局｣の割合
が最も高いのが大阪府で80.0%にのぼる｡大阪府では町
村に該当する自治体はなく､大都市と一般市がそれぞれ
5市ずつである｡ 同じく担当部局設置数が10市町であっ
た奈良県では､｢都市計画 ･建設系部局｣と ｢総務 ･企
画系部局｣が共に40.0%で､｢総務･企●画系部局｣は全て
町村である｡
3-2自治体の取り組みに対する意識と取り組みの現況
aまちづくりの中で重視する点と取り組み
2-2で行った､歴史的建造物の保全 ･活用によるまち
づくりにおいて､自治体が重視する項目と取り組みにつ
いての分析を､府県別に比較した｡
自治体の取り組みは滋賀 ･大阪 ･兵庫 ･和歌山では勉強
(8)
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会 ･シンポジウムなどのソフト事業の実施が1･2番目に
高い数値を示しているのに対し､雇都で!ま建築物の規制
が最も高い値を示している｡多くの文化財を抱え､古都
の風致を守ることが行政の課題にあげられている京都で
は､開発に対して強い規制が働くことがその背景にある･
と考えられる｡
自治体規模や部局類型を考慮すると､大都市では ｢総
務･企画系部局｣に属するものは1市 (滋賀県)のみで､
残りは全て ｢都市計画 ･建設系部局｣に属し､大阪府が
5市､兵庫県が6市になる｡これらをまちづくりの中で重
視する項目で比較すると､｢住民との意思疎通｣では大
阪府が多いが､｢支援策を考える｣では兵庫県が多く､
後者の方が設問にあげた項目全体に回答率が高くなって
いる｡特に ｢修景への補助｣と ｢条例などの作成｣は県
下の該当する自治体すべてが取り組んでいる｡Table10
によると､大都市に絞ってみると､兵庫県はその他の府
県と比較して､施策策定数が多いことがわかる｡
町村の ｢総務 ･企画系部局｣では､滋賀県と和歌山県
の設置数が同数の6町､兵庫県が7町である｡兵庫県と滋
賀県では取り組みとして ｢勉強会やシンポジウム等の実
施｣を共に5町があげ､.他に ｢修景への補助｣､｢条例な
どの作成｣なども含めて半数近くの町が取り組んでいる｡
しかし､和歌山県では ｢修景への補助｣2町､｢勉強会や
シンポジウム等の実施｣1町､｢条例等の作成｣について
は該当なしで､他の2県のような取り組みを実施してい
る自治体が少ない｡奈良県下の自治体でも同様に取り組
み数が少ないため､類型全体では取り組み数が半数を超
える項目はない｡
b国および府県の補助施策の活用状況
府県別に省庁の補助制度の利用状況をみると､全体の利
用件数では兵庫県の19件が圧倒的に多い｡個々の施策で
は ｢街なみ環境整備事業 (建設省)｣の利用が多く､府
県別では､兵庫県が他の4府県の合計に匹敵する利用数
である｡これに次いで多いのは大阪府の6件であるが､
京都では利用されていない10)｡京都では重伝建事業の活
用が5件あり､これは2府4県のうち最も多い数で､京都
府が活用した省庁の補助事業の半数以上を占める｡
自治体規模や部局類型からみると､アンケートであげた
国や府県による補助施策のうち､どの施策をとっても､
大都市､一般市および町村の ｢総務 ･企画系部局｣での
活用が多くなっているが､町村の ｢総務 ･企画系部局｣
に属する自治体のうち滋賀県 ･兵庫県 ･奈良県では多岐
に渡って省庁の補助施策を活用しているが､.和歌山県で
は ｢その他｣の1町を除いては活用されていない｡
次に､府県による独自施策の利用状況を調査した｡これ
(9)
-97-
らは､各府県によって施策が異なるため､選択肢は｢府
県の景観条例指定地区｣､｢その他の府県施策｣の2肢とし
て具体的な施策の名称の記入を求めた｡その結果､｢府
県の景観条例指定地区｣が6市町､｢その他の府県施策｣が
8市町､計14市町において府県による施策を利用してい
ることが判明した｡
府や県の施策の利用状況をみて､市町村と上位自治体
である府県との関係を考察したい｡まず全体的にみて府
県の補助施策は必ずしも多いとはいえないが､府県別に
分類してみることでいくつかの傾向をつかむことができ
る｡利用自治体数が最も多いのは兵庫県で､｢府県の景
観条例等の指定地区｣が4市町で行われている｡兵庫県
では ｢(財)兵庫県都市整備協会｣を設立し､同財団が
景観形成などの取 り組みを行っている12'｡同協会では
｢景観基金｣の運用益をもとに景観形成助成事業を行っ
ており､市町村による.景観条例に基づく地区への助成と､
県の ｢景観の形成等に関する条例｣による地区指定を行
っている｡このように景観条例による景観形成地区や風
景形成地域に指定することで支援措置を受けるなどの流
れが確立され､現在までに併せて14地区 ･地域が指定さ
れている川 ｡この条例は町での活用が多いが､市では県
による地区指定を受けた後に市独自の条例に移行してい
るため､現状では町に指定地区が集中するという結果に
なっている｡またこの条例には､建造物 ･集落と周辺環
境を扱う景観形成地区だけでなぐ､自然環境 (風景)に
重点をおき､建造物が集合していない地域にも適応する
風景形成地域が含まれているため､従来の歴史的建造物
の保存 ･保全に活用してきた施策と比べると､その活用
対象が広範囲になっている｡兵庫県の景観条例に代表さ
れる府県の施策による支援は､国レベルの施策と比べる
とより地域の性格に見合った対応が期待できるため､地
元住民に密着した市町村の行政にとっては重要な施策と
いえる｡兵庫県下の内訳をみると､伝建条例に基づく1
件を除き､残りすべてが景観系の制度になっており､同
財団による補助施策の広報活動等の影響が大きいと思わ
れる｡
続いて､利用数が多いのは滋賀県の4市町である｡同
県の ｢景観条例等の指定地区｣には､｢沿道景観形成地/
区｣(守山市)､.｢近畿景観形成協定地区｣(石部町)があ
り､｢その他｣では ｢淡海文化推進パイロット事業｣(高
島町)､｢まちづくり商店街基盤整備事業｣(マキノ町)
がある｡
府県の補助施策の活用が全般的に少ないために人口規
模や部局類型による比較は難しいが､町村の ｢総務 ･企
画系部局｣では兵庫県以外に滋賀県 ･奈良県でも活用が
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みられ､活用割合が多くなっている｡
府県別に市町村による助成制度の設置状況をみると､兵
庫県下の市町村が11で､同県だけで全体の半数近くを占
めている｡兵庫県では､県の景観条例で地区指定された
ものが､後に市町村独自の景観条例に基づく指定地区に
移行しているケースがみられる｡例えば姫路市大手前通
り地区は1986年12月に県条例による地区指定を受けた
が､87年3月には ｢姫路市都市景観条例｣が制定され､
88年3月から市の条例下に移行している｡
おわりに
本研究は､歴史的建造物単体から広くは歴史的な町並
みや環境に注目し､その保存 ･活用とまちづくりとの関
係について､まちづくりを支援する立場にある地方自治
体の役割を中心に検討した｡
歴史的町並みを有する自治体をまとめた｢町並みリス
ト｣をもとに､近畿2府4県を対象としたこの調査では､7
割以上の自治体が､まちづくり担当部局をすでに設置し
たか､もしくは設置を考えていた｡このことから､歴史
的町並みを有する自治体では､まちづくりの中で歴史的
資源の保全 ･活用に強い関心をもっていることが明らか
になった｡こうした施策に継続的に取り組むためには､
｢まちづぐり担当部局｣の設置が不可欠である｡これは､
担当部局を設置していない自治体の取り組みには､町並
み報告書の作成､歴史的地区を利用してのイベントの開
催などがごくわずか見られる得度であり､具体的な取り
組みの内容では､担当部局を設けている自治体との間に
大きな差が見られることからもわかる｡
さらに､歴史的建造物の保全 ･活用を担当するまちづ
くり部局は､｢総務 ･企画系部局｣､｢都市計画 ･建設系
部局｣など市町村によって様々な部局に属しているが､
部局の系統の違いは､自治体規模との関係がみられる｡
規模の大きい自治体では ｢都市計画 ･建設系部局｣が担
当する割合が高く､歴史的建造物の保全 ･活用だけを行
うのではなく､業務内容によって複数の部局が分担して
いる｡すなわち､歴史的建造物の保全 ･活用のみをまち
づくりの中心的な事業とするのではなく､多岐にわたるl
まちづくり計画の一要素として扱っている｡これに対し､
規模の小さい自治体では､担当部局の施策内容が自治体
の目標とするまちづくりの方向性となる｡これは､まち
づくりの中で歴史的建造物の保全 ･活用を行う業務を専
門的に扱っている ｢まちづくり･地域振興｣の多くが町
村に設置されていることからもわかる｡
歴史的建造物の保全 ･活用によるまちづくりを進める
にあたって､自治体が重視する点と取り組みについて､
以下のような傾向を指摘することができる｡
1)全体として ｢住民との意思疎通｣を最も重視する傾
向にあり､これに該当する自治体では ｢勉強会やシ
ンポジウム等の実施｣を行う割合が高い｡
2)大都市の ｢都市計画 ･建設系部局｣では ｢支援策を
考えること｣を重視し､各種の規制や補助 ･施策を
策定する割合が高い｡しかし一般市の ｢都市計画 ･
建設系部局｣では､｢支援策を考えること｣を選択
した自治体はなく､条例の制定もほとんどない｡こ
れは､大都市では行政規模が大きいために､自治体
下に歴史的建造物や歴史的環境を含む地区が複数存
在する場合が多く､行政区全体もしくは複数地域に
渡る取り組みにできること､さらに歴史的建造物の
保全 ･活用に限らず､幅広い分野に対応できる施策
であることが､施策数の多きにつながっていると考
えられる｡
3)独自施策の策定数や省庁および府県による補助施策
の活用数に表れる自治体の具体的な取り組みには､
兵庫県下の自治体が活発である｡また､町村の｢総
務 ･企画系部局｣は､4県全体を見ると施策への取り
組み数が少ないが､一県別に見ると取り組みにばらつ
きがあり､滋賀県下の自治体では2項目､兵庫県下の
自治体では3項目で半数以上の取り組みがみられる｡
以上のように､自治体の取り組み傾向を示す要因を詳
細に見ると､1)および2)より担当部局と自治体の規模
による影響が大きいことがわかる｡これに加えて3)より
自治体が属する府県の対応が影響していることも明らか
になった｡
本研究は歴史的建造物の保全 ･活用という視点を持っ
たまちづくりの現況を明らかにすることを目的として､
住民を支援する立場にある地方自治体の取り組みを考察
した｡
地方自治体へのアンケート調査を元に行った分析で
は､まちづくりの中で歴史的建造物の保全 ･活用に関す
る自治体の取り組みは､担当する部局の設置の有無や､
その部局の組織系統､自治体規模により違いが見られる
ことを明らかにした｡
地域の歴史や伝統にアイデンティティを求め､その象
徴として歴史的建造物に価値を見出している自治体が増
･えているが､今後､まちづくりの中で歴史的建造物を保
全 ･活用していく動きが活発になって行くことが予想さ
れる｡
引用文献
1)該当する先行研究には｢住民主体のまちづくりへの
(10)
北尾 ･谷 :歴史的建造物の保全 ･活用とまちづくり
自治体及び外郭団体による支援の現状と課題｣(薬
袋 奈美子､高見沢 邦郎､早田 宰 『1995年度第30回
日本都市計画学会学術研究論文集』)､｢景観条例 ･
まちづくり条例にもとづく市民団体の活動と支援方
策の特性に関する研究｣(田中 晃代､鳴海 邦碩 他
『日本建築学会計画系論文報告集』1992年2月)､｢ま
ちづくり関連条例の展開とその意義｣(田中 晃代､
鳴海 邦碩 他 『日本都市計画学会論文報告集』1994
年)､｢まちづくり関連条例の総合化動向に関連する
研究｣(内海 麻利､小林 重敬 『日本都市計画学会
論文報告集』1998年)等がある｡
2)先行研究には､伝建地区及びその周辺の地区指定の
現状を整理分析した｢伝統的建造物群保存地区を核
とした歴史的景観の保全 ･形成のための地区指定の
現状と変化に関する研究｣(薬 草､浅野 聡 他 『日
本建築学会計画系論文集』1998年4月)や歴史的環
境の保存に対し､国 ･地方自治体 ･市民団体の取り
組みを､歴史的環境の空間特性より分析した 『歴史
的環境地区の空間特性に付いての基礎的研究』(上
野邦- 1990年)などを参考にした｡
3)近畿圏の領域 ･形成については､藤岡謙二郎が 『近
畿圏の形成と歴史地理学的分析』(京都大学近畿圏
総合研究会編 ｢近畿圏-その人文 ･社会科学的研究
-｣鹿島出版会 1969年)において詳細に分析を行
っている｡ 近畿という言葉が全国的に統一概念にな
ったのは､大正時代以降だといわれでいる｡これに
よると､明治38年発行の 『大日本地誌』巻4(山崎
直方､佐藤 伝蔵､共著)の中で初めて近畿が地方
単位として登場するが､記載箇所によりその言語が
示す内容にばらつきがでるため､一般的な統一概念
として意識されるのは大正時代以降であると考えて
よい､とされている｡
4)平成14年4月現在｡文化庁公表データより
5)財団法人日本ナショナルトラスト編集 文化庁文化
財保護部建造物課 平成10年3月31日発行｡本調査 ･
研究は､中山間地域の社会資本整備との関連の中で､
特に伝統的集落における人的交流を促進するための
施設整備の現状と課題を明らかにすることなどを目
的に三村浩史氏 (関西福祉大学教授)を中心に行わ
れたものである｡
6)ここでの地区とは､現代の行政管轄区とは関係なく
(住所となっている場合もある)､地域の名称として
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◎ ｢歴史的｣なもの について
･時期-登鐸文化財の定義を利用-基盤となる町並み､
あるいは拠点となる建物が築50年を越えるものである
こと｡
･技術面では踏襲されているが新築であるものの扱いー
修景として行われているものは含む｡
◎ ｢歴史的なもの｣の保全 ･活用について
･ソフト面を扱う動向-技術 ･啓蒙などの目に見えない
動きのみの場合は外す (参考として資料は収集する)0
･動向規模 :廃別として単体のものは含まない｡ただし
その建物が拠点となったまちづくり動向がある場合は
含む｡
･核とはなっていないが歴史的建造物を含む場合 ;該当
動向の方向性が歴史的なものの保全 ･活用でない場合
は今回の枠からは外す (参考として資料は収集する)0
収集データ:
1.動向 (まちづくりに関わる活動体)の種類として
*行政の取 り租み
(国家レベルー文化庁､建設省-･､一事業･条例･要
綱他､都道府県レベル､市区町村レベル)
*企業第3セクターの取り組み(財団法人､公益信託)
*民間団体の取り組み (伝建地区保存会､NPO-)
2.具体的な事例として
動向規模､分布､変遷 (設立動機､現状)
動向主体の種類(何かの団体に加盟しているか)､支
援措置の利用状況 (行政援助､助成団体)
動向目標(伝建地区の選定のようなものを目指すな
ど)
8)これらの ｢学習活動｣や ｢広告活動｣は､具体的な
建造を伴う取り組みに比べ高額な費用とするもので
はなく､このため行政施策として取り組むことも､
民間の動向への支援活動と･しても容易に行うことが
可能である｡
9)主として大河 直窮編 『都市の歴史とまちづくり』
学芸出版社1995年､大河 直窮編 『歴史的遺産の保
存 ･活用とまちづくり』学芸出版社 1997年､建築
資料研究社編 『造景 別冊no.2』2000年 より内容を ･
考慮したうえで各省庁の事業が対象に抽出されるよ
う選択した｡
13)大都市｣の定義である政令指定都市 ･中核市 ･特例
市に該当する団体は次の14市である ;大阪市､京都
市､神戸市､堺市､尼崎市､姫路市､枚方市､和歌
山市､西宮市､奈良市､明石市､八尾市､宝塚市､
岸和田市｡
10)アンケート調査時には京都府下での活用は0件であ
-100- 生活科学研究誌 ･Vol.1(2002)
ったが､2002年現在では京都市が1地区で活用して
いる｡
12)県は景観形成などに対する取り組みへの支援を目的
として､10億円を同財団に交付して ｢景観基金｣と
して設置 ･運営が行われている｡
ll)本調査では対象外の地域も含む数｡
歴史的建造物の保全 ･活用とまちづくり
一近畿圏における地方自治体 (行政)の位置づけに着目-して一
北尾琴,谷直樹
要旨:埠年多様化しているまちづくりの中で､まちの歴史性や地域性を反映させる動きが増加していることに着目し､
古くから歴史の中心地であり､歴史的な建造物が数多く存在する近畿圏において､まちづくりの中で歴史的建造物を保
全 ･活用する動きを､地方自治体の取り組みに着目して考察する｡
この結果では､次の事が明らかになった｡
1･)地方自治体のまちづくりの中で､歴史的建造物の保全 ･活用に対する取り組みの質や頻度は､担当部局の有無やそ
の部局系統､自治体規模と関連性がある｡これは､施策の形式は､担当部局が含まれる組織系統によって取り組ま
れる他の業務の形態に影響を受けるからだと考えられると
2･)規模の大きな自治体では｢都市計画 ･建設系部局｣が担当している割合が高く､これらの部局では歴史的建造物を保
全 ･活用する動きが具体的な施策にあらわれている事が多い｡一方で ｢まちづくり･地域振興系部局｣は規模の小
さな自治体に設置され､歴史的建造物の保全 ･活用を自治体のまちづくりの目標として掲げている事が多い｡
(12)
